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プレスリリース 

令和 7年 9月 26 日 

 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第 66 次改正）－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11 年法律第 218 号）第 13 条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 7年 9月 30 日から施行します。 

 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）及び道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一部改正に伴

う改正 

○ 走行距離計の精度要件が規定されたことに伴い、走行距離計の精度に関する

審査方法等を規定します。［6-110、7-110、8-110］ 

○ 国土交通省において、安全確保及び環境保全に支障のない範囲で保安基準の

適用時期の見直しが行われ、基準毎に設けられている適用時期を統合すること

とされたことに伴い、適用関係の整理に係る規定を改正します。［6-9 他］ 

 

２．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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プレスリリース 

令和 7年 12月 23日 

 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第 68 次改正）－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11年法律第 218号）第 13条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 8年 1月 5日から施行します。 

 

 

主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619

号）等の一部改正に伴う改正 

○ OBD 検査の対象装置について、令和 8年 9 月 1 日以降に指定を受けた型式指

定自動車又は多仕様自動車に順次追加される以下の装置が新たに加えられた

ことに伴い、当該装置に係る特定 DTCが記録されていた場合保安基準に適合し

ない旨規定します。［1-3、9-13］ 

  ・ 車線逸脱警報装置 

  ・ 側方衝突警報装置 

  ・ ペダル踏み間違い時加速抑制装置 

 

2.  国土交通省から「完成検査終了証が発行された自動車及び一時抹消登録等がさ

れた自動車に係る自動車部品を装着した場合の新規登録等における取扱いについ

て（依命通達）」（令和 7年 12月 12日付け国自整第 181号）が発出されたことに伴

い審査の実施方法を規定します。［4-7］ 

 

3．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
 

2



プレスリリース 

令和 8年 3月 25日 

 

－ 審査事務規程の一部改正について（第 72 次改正）－ 

独立行政法人自動車技術総合機構は、独立行政法人自動車技術総合機構法（平成

11年法律第 218号）第 13条第 1項の規定に基づく審査事務の実施に関する規程（審

査事務規程）の一部改正を行い、令和 8 年 4 月 1 日（一部の規定は令和 8 年 10 月 1

日）から施行します。 
 
主な改正の概要は、次のとおりです。 

 

１．道路運送車両の保安基準（昭和 26年運輸省令第 67号）及び道路運送車両の保安

基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等の一部改正に伴

う改正 

○ 乗車定員 10人未満の乗用自動車及び車両総重量 3.5t以下の貨物自動車に

は、協定規則第 178号の技術的要件に適合する緊急車線維持装置を備えなけ

ればならないこととされたことに伴い、審査方法等を規定します。［6-13 の

2他］ 

○ その他、細目告示等の改正に応じた所要の改正を行います。 

 

２．道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号）第 58 条の 3 及びこれに

基づく告示等の制定に伴う改正［4-26他］ 

米国で製作された自動車のうち告示で定めるものについて、国土交通大臣の認定

を受けた場合には、保安基準及びこれに基づく告示であって当該自動車ごとに指定

されたものに適合するものとみなすこととされたことに伴い、当該自動車の審査方

法等を規定します。 

 

３．改造自動車届出制度の見直し［4-13他］ 

同一型式内に設定されている装置や一般に流通している自動車部品を用いた改

造であって一定の条件を満たすものについては、一定の安全性が確保されているも

のとして改造自動車の届出対象から除外し、審査方法を「事前書面審査＋現車審査」

から「現車審査のみ」に移行します。 

また、改造自動車届出制度を新規検査等届出制度に統合しオンライン届出を可能

とする等、届出手続きの効率化を図ります。 

 

４．その他、審査方法の明確化、書きぶりの適正化等の所要の改正を行います。 

 

審査事務規程の全文は当機構ホームページに掲載しています。 

（https://www.naltec.go.jp/） 

 

お問い合わせ先 

 〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル 

  独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課 

    電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

    FAX  ０３－５３６３－３３４７ 
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プレスリリース 

令和８年７月２２日 

 

 

令和７年度の不当要求行為は５６件発生 
 

～機構職員に対する暴力行為は２件発生～ 

 

 

 令和７年度中に全国の事務所から報告があった、機構職員に対する暴力行為、脅迫・威圧行為、

強要行為等の不当要求行為についてまとめたのでお知らせいたします。 

  

１．全国９３カ所の事務所から報告がありました不当要求行為の総件数は５６件でした。前年度よ

り、１件増加しております。 

 

２．不当要求行為を行った受検者別内訳は、ユーザー本人によるものが２５件（４４．６％）、受

検代行業者によるものが２０件（３５．７％）、整備事業者によるものが８件（１４．３％）、

その他が３件（５．４％）となっています。 

 

３．不当要求行為の主な内容は、説明強要が２３件（４１．１％）、脅迫・威圧行為が１４件（２

５．０％）、合格強要が６件（１０．７％）、車両放置が４件（７．１％）、時間外検査強要が３

件（５．４％）、暴力行為が２件（３．６％）となっています。 

 

４．機構職員に対する暴力行為は依然として無くならず、令和７年度は２件（前年度より１件増加）

の暴力行為が発生しました。暴力行為に対しては、警察に被害届出を出すなど毅然とした対応

を行っております。 

 

５．不当要求行為に対し警察が出動した事案は１３件（２３．２％）あり、その内訳はユーザー本

人によるものが７件、受検代行業者によるものが４件、整備事業者によるものが１件、その他

が１件となっております。 

 

６．今後も引き続き、国土交通省や警察当局との連携を密にし、不当要求防止責任者を選任するこ

とや不当要求に係る緊急事態を想定した対応訓練を実施するとともに、防犯カメラやＩＣレコ

ーダによる防犯設備の活用により、組織全体で不当要求防止対策に取り組み、的確で厳正かつ

公正な審査業務を実施して参ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先 
 

〒160-0003 東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル４階 
 

独立行政法人自動車技術総合機構 企画部企画課 
 

電話 ０３－５３６３－３４４１（代表） 

FAX  ０３－５３６３－３３４７ 

http://www.naltec.go.jp 
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自動車機構における不当要求行為の概要 

平成 14年度（14年７月１日から）～令和７年度（令和８年３月 31日まで） 

 

Ⅰ．不当要求行為の推移 

 

Ⅱ．地域別の発生状況 

 

Ⅱ-２．不当要求行為の受検者別推移 
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Ⅲ．不当要求行為別の発生状況 

 不当要求行為別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不当要求行為の直近５年間との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．警察出動等の状況 

警察出動事案の直近５年間との比較         受検者別 

 

 

 

※外側が直近５年間（R3～R7） 

  内側が令和７年度 

※外側が直近５年間（R3～R7） 

  内側が令和７年度 
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プレスリリース 
令和 8 年 3 月 25 日 

 

独立行政法人自動車技術総合機構は、自動車ユーザーに誤解を与え、不正改造の認識の

ないまま保安基準不適合車両を運行するなどを未然に防止することを目的として、平成 18

年より、カスタムカーショーにおける不正改造防止の啓発活動及び自動車用品店での自動

車部品・カー用品の実態調査に取り組んでいます。 

今般、令和 7年度の取り組み結果をまとめましたので、お知らせします。 

 

◇カスタムカーショーにおける不正改造防止の啓発活動 
 

令和 7 年 7 月から令和 8年 2月に開催された 3カ所のカスタムカーショー（オートメッ

セ in 愛知・東京オートサロン・大阪オートメッセ）において、保安基準に適合しない又は

適合しないおそれがある状態の自動車（競技専用車両など）については、来場者に保安基

準に関する誤解を与え、不正改造の認識がないまま保安基準不適合車を運行するなどの行

為を増加させるため、「公道走行不可」等と見やすく表示してもらうよう出展者に対して啓

発活動を実施しました。 

 

啓発活動の結果 

 
出展車両数 

基準不適合が 

確認された車両数 

合計 1,750台 24台、延べ 40 箇所 

 

 

 
 

  

 

不正改造車を排除する取り組みの実施結果（令和 7年度） 
[ カスタムカーショーで 24 台の出展車両に注意喚起 ] 

[ 自動車用品店で 63 件の自動車部品・カー用品に注意喚起 ] 
 

タイヤ・

ホイール

の突出

35%

窓ガラスへ

の貼付物等

20%

エア・スポイラ

20%

車体の突起物

10%

灯火器

10%

その他

5%

装置別の基準不適合箇所 不適合箇所の例（タイヤ・ホイールの突出） 

７
７７

７
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◇自動車用品店での自動車部品・カー用品の実態調査 
 

令和 7 年 6 月から 10 月にかけて、（一社）自動車用品小売業協会（APARA）の協力を得

て、全国各地のカー用品ショップの 19 店舗において、陳列されている自動車部品及びカー

用品の基準適合性について調査を実施しました。 

調査の結果、取付位置や取付方法によっては、保安基準に適合しなくなるおそれのある

自動車部品・カー用品が 63 件（前年度 66 件）確認されたため、購入者への適切なアドバ

イスを行うよう、販売店舗へ注意喚起を行いました。 

注意喚起を行った自動車部品・カー用品の種類は 7 種類あり、その中で「窓ガラス貼付

物等」及び「灯火・反射器」で全体の 7 割以上を占めました。 

 

保安基準に適合しなくなるおそれのある部品・用品の内訳 

 

 

 

これらの啓発活動も開始から 20 年が経過し、カスタムカーショーの主催者・出展者や自

動車ユーザーの方々の不正改造に対する理解も深まってきているところですが、自動車技

術総合機構では、引き続き関係団体等と協力し、不正改造車の撲滅に向けて取り組んでま

いります。 

 

窓ガラス貼付

物等

38%
灯火・反射器

35%

乗車装置

8%

操縦装置

6%

座席

6%

車枠及び車体

5%

騒音防止装置

2%

保安基準に適合しなくなるおそれの部品・用品の一例 

部品・用品種別及び件数 具体的な内容 

・窓ガラス貼付物等関係 

前面ガラス、運転者席又は助手席のガラスに貼付するスマ

ートフォンホルダー、ステッカー、ディスプレイオーディ

オなどが運転者の視野を妨げになるおそれがある 

・灯火・反射器関係 

カラーバルブなど装着する灯火器によっては基準に適合し

ないおそれがあり、また、点滅する灯火は基準に適合しな

いおそれがある 

〈問い合わせ先〉 

〒160-0003  

東京都新宿区四谷本塩町 4-41住友生命四谷ビル 

独立行政法人自動車技術総合機構 検査部検査課  

電話：03-5363-3441(代表) 

FAX：03-5363-3347 
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軽合金ディスクホイールの
「堅ろう」判断にDOTマークが追加されました

自動車技術総合機構東北検査部からのお知らせ
令和7年８月

１．対象となる自動車
全車種

２．対象年式
年式問わず

３．適合性判断について
軽合金製ディスクホイールであって、上記に掲げるマークが鋳出し又は刻印

により表示されており、かつ、損傷がないものは保安基準第９条第１項に掲げる
規定に適合するものとする。

表示例

DOT   DOT-T
T-DOT  DOT-E
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自動車技術総合機構東北検査部からのお知らせ
令和8年３月

審査事務規程の一部改正に係る受検者の遵守事項の追加

－ピット開口部での書類の受け渡し禁止－

【概要】
４月１日より受検者のピット開口部で
の書類の受け渡しが禁止となります。
下回りでの確認事項（改造通知書の内
容確認等）については不適合箇所の説
明時と同様にピットに階段で降りてい
ただき確認します。
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プレスリリース 

令和８年６月２６日 

 

警察押収の不正改造バイクに対する検査を実施 
～警察から依頼を受けた不正改造車に対し岡山運輸支局から整備命令書を交付～ 

自動車技術総合機構中国検査部岡山事務所は、中国運輸局岡山運輸支局、軽自動車検査協

会岡山事務所と連携し、津山警察署及び総社警察署から依頼を受け、両署が押収したバイク

の車両検査を実施しました。 

その結果、騒音基準を満たさないマフラーの装着など、不正改造が認められた２台に対し

道路運送車両法に基づき岡山運輸支局から整備命令書を交付しました。 

 なお、今回整備命令を受けた自動車の使用者は基準に適合するような整備を行ったの

ち、運輸支局または自動車検査登録事務所で車両の確認を受ける必要があります。 

 

◎実施日［合同で実施した警察署］ 

・令和８年６月２２日（月） ［津山警察署］ 

・令和８年６月２４日（水） ［総社警察署］ 

◎実施場所 

 ・岡山運輸支局（自動車技術総合機構岡山事務所検査場） 

◎実施結果 

 ・検査実施車両台数  ２台 

 ・整備命令書交付台数 ２台 

 ・主な不正改造内容  騒音基準不適合マフラーの装着、基準に不適合な灯火器の

取付け、後写鏡（バックミラー）の取り外し 等 

 

お問い合わせ先 

〒160-0003 

東京都新宿区四谷本塩町 4-41 住友生命四谷ビル ４階 

独立行政法人自動車技術総合機構 企画部企画課 

電話 03-5363-3441（代表） 

FAX 03-5363-3347 
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改造自動車届出制度の
見直しについて

自動車技術総合機構からのお知らせ
令和8年3月

改造自動車の届出対象の見直し
次に該当する改造は、改造自動車の届出対象から除外します。
◆指定自動車等の改造であって、同一の型式（OEM車等を含む。）内に設定されている

装置（許容限度が明確な自動車にあっては許容限度が当該自動車と同一又は大きい類
別区分番号に設定されているものに限る。）を、取付方法等を変更することなく用い
たもの［動力伝達装置、走行装置、緩衝装置又は連結装置の改造に限る。］

◆乗車定員が9人以下の乗用自動車又は車両総重量が3.5トン以下の貨物自動車の改造で
あって、自動車の製作を業とする者、自動車の装置の製作を業とする者又は自動車部
品の製作を業とする者により製作された一般に流通している自動車部品を、取付方法
等を変更することなく用いたもの［緩衝装置の改造に限る。］

新規検査等届出制度との統合
改造自動車届出制度を新規検査等届出制度に統合し、改造自動車の審査についても新規
検査等書面審査要領により実施します。
また、これに伴い、届出書等の提出先を当該改造自動車の新規検査等を申請する運輸支
局等と同一敷地内にある事務所等（代表届出の場合にあっては地方検査部又は沖縄事務
所）とするとともに、改造自動車審査結果通知書の交付を廃止します。

※ 詳細については、当機構のWebサイトに掲載してい
る審査事務規程別添2「新規検査等書面審査要領」を
ご参照ください。

新規検査等書面審査要領
改正後は改造自動車の審査についても
新規検査等書面審査要領により実施

新規検査等書面審査要領

改造自動車審査要領

掲示期限 令和9年3月31日

改造自動車届出制度に関し次のとおり取扱いを見直し、令和8年
10月1日から適用することとしましたのでお知らせします。

○同一型式内に設定されている装置や一般に流通している自動車
部品を用いた改造であって一定の条件を満たすものについては、
一定の安全性が確保されているものとして改造自動車の届出対象
から除外し、審査方法を「事前書面審査＋現車審査」から「現車
審査のみ」に移行します。

○改造自動車届出制度を新規検査等届出制度に統合しオンライン
届出を可能とする等、届出手続きの効率化を図ります。
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連鎖式点灯とは・・・ 
一つの灯室内に複数の光源を有し、かつ、次に掲げる全ての要件を満たす方向指示器（自動車の前部又は後部

に備えるものに限る。また、当該方向指示器と兼用する非常点滅表示灯を含む。）又は補助方向指示器の場合に、

それらの光源が連鎖的に点灯することをいう。 
 ① 各光源は、その点灯後、全ての光源が点灯するまで点灯し続けるものであること。 
 ② 全ての光源は、同時に消灯するものであること。 
 ③ 光源の一連の点灯は、観測方向からの見かけの照明部の最内縁から最外縁に向かって又は中心から放射状
に広がって均一的かつ連続的に点灯するものであること。 

 ④ 各光源は、垂直方向に反復して変化しないものであること。 
 ⑤ 方向指示器（③において照明部の最内縁から最外縁に向かって点灯するものに限る。）の照明部に外接す
る長方形は、その長辺が H面に平行であるものとし、その長方形の長辺と短辺の比は 1.7以上であること。 

 
 
方向指示器の基準抜粋 
自動車には、両側面には方向指示器を備えなければならない。 

 
補助方向指示器の基準抜粋 
自動車の両側面には、補助方向指示器を一個ずつ備えることができる。 
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運転操作ミスや暴走による

事故の防止に
ご協力をお願いします！！

自動車技術総合機構からのお願い

受検者の皆様へ

運転操作ミス
49件（57％）

二輪転倒, 7件
（8％）

クレーン格納忘れ等,
2件（2％）

その他, 14件
（17％）

【受検者起因事故の原因】

全86件

・ペダルの踏み間違い

・DレンジやRレンジのまま降車 など

「暴走」とは…

・下回りピット開口部への脱輪

・コース左右へ寄り過ぎ

・テスタ等への接触・衝突

・後退時の後方確認不足 など

「運転操作ミス」とは…

令和7年度、車検場検査コース内での「運転操作ミス」や「暴走」な

ど、受検者の方に起因する事故が86件発生しました。

「運転操作ミス」が受検者起因事故の半数以上を占めてい
ます。テスタへの乗り入れ前に車両がコース中央にあるか確
認し、慎重に運転してください。
また、「暴走」による事故の被害は甚大※になる傾向があり、
破損した検査機器の修理費用をご負担いただくこととなりま
す。 ※ヘッドライトテスタの場合１千万円超

慣れた車検場でも油断せず慎重な運転操作を！
降車時は「ギア位置」、「駐車ブレーキ」の確認を！
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＜運転者の操作ミスによる事故事例＞

検査コースへ後退して入場しようとしたところ外壁及びシャッターへ衝突。
（事故発生原因）外壁等と車両の距離を確認していなかった。
【受検者負担】外壁、シャッター修繕費用

ヘッドライト検査中にも関わらず前進し、ヘッドライトテスタへ衝突した。
（事故発生原因）窓から乗り出して床のラインだけを見ており、前方を見て

いなかった。
【受検者負担】ヘッドライトテスタ修理費用

下回りピットを通過しようとしたところ、左側車輪が前後ともに脱輪。
（事故発生原因）右側に寄っていたにも関わらず、確認せず前進した。

進入時点で右寄り

シャッターレール損傷

外壁損傷

レールから逸脱

テスタが変形

外壁損傷

外壁損傷
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＜暴走による事故事例＞

前進時にブレーキとアクセルを踏み間違え、コース前方の車両に衝突。
（事故発生原因）ペダル踏み間違いによる車両暴走。
【受検者負担】車両修理費用

マフラーから白煙（衝突後もアクセルを踏んでいる）

衝突後の状態

スピード申告スイッチを取ろうとDレンジのまま降車し、車両が発進。
無人のまま暴走し、コース前方の車両に衝突。
（事故発生原因）Dレンジのまま降車したことによる車両暴走。
【受検者負担】車両修理費用

無人の状態で前進

進入時にブレーキとアクセルを踏み間違え、コース前方の車両に衝突。
（事故発生原因）ペダル踏み間違いによる車両暴走。
【受検者負担】車両修理費用

衝
突
後
の
状
態
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自動車の電子的な検査（OBD検査）について

関係ページへのリンク

電話 :03-5253-8111（内線42424）

本ページでは、自動車の電子的な検査（OBD検査）（令和６年10月開始）の概要及び関係ページへのリンクを掲載しています。

OBD検査の概要
近年、普及する自動ブレーキ等の先進安全技術は交通事故の防止に大きな効果が期待される一方、正しく作動するためには定期的な検査が必要です。

国土交通省では、平成29年度より「電子装置の検査（OBD検査）」の導入について検討を重ね、令和元年の道路運送車両法改正等により関係法令を整備しました。

OBD検査は、令和３年10月１日（輸入車は令和4年10月１日）以降の新型車を対象として、令和6年10月1日（輸入車は令和７年10月１日）以降の車検において実施されます。

OBD検査とは？（ユーザー向け）

自動車ユーザーの方向けに、OBD検査とは何か、などを解説しています。[詳しくはこちら]

OBD検査を実施するにあたって（整備事業者向け）

整備事業者の方向けに、OBD検査の制度、実施にあたっての留意事項などを解説しています。[詳しくはこちら]

OBD検査ポータル

整備事業者がOBD検査に使用するアプリのマニュアル等については、（独）自動車技術総合機構が提供するサイトにおいて公開されています。[詳しくはこちら（外
部サイトが開きます）]

OBD検査関係法令・通達

OBD検査の関係法令・通達などを掲載しています。[詳しくはこちら]

国土交通省 物流・自動車局 自動車整備課

法人番号2000012100001　アクセス情報・地図

〒100-8918 東京都千代田区霞が関2-1-3 (代表電話) 03-5253-8111

・お問合せに円滑に対応するため、まずはお問合せ窓口でご用件を伺います。

・応対品質向上等のため通話内容を録音する場合があります。

・暴言等により円滑な対応が困難な場合は、通話を終了させていただきます。

プライバシーポリシー リンク・著作権・免責事項について

国土交通省のRSSについて 関連リンク集

国土交通省　ソーシャルメディア関連リンク集 ソーシャルメディア利用方針

Copyright© 2008 MLIT Japan. All Rights Reserved.
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ページの先頭に戻る

OBD検査を実施するにあたって（整備事業者向け）

本ページでは、整備事業者の方向けに、OBD検査の制度や、実施するにあたっての留意事項などを解説しています。

関係する法令・通達についてはこちら

（目次）
・OBD検査の対象車
・OBD検査の対象装置
・OBD検査に使用する機器
・スキャンツール補助金
・OBD検査システムへのアクセスの限定
・OBD検査システム障害時等の対応
・OBD検査の判定フロー
・「OBD検査」「OBD確認」「OBD点検」の違い

『OBD点検』と『OBD検査』の違い

OBD検査

OBD検査※とは、道路運送車両法（昭和26年法律第185号。以下「車両法」といいます。）第94条の５第４項に基づく継続検査（車検）において、OBD検査対象装置が保安基準に適合する状態であること
（特定DTCが記録されていないこと等）を確認するものです。

より正確には、車両法第74条の２第１項に基づき機構が行う基準適合性審査、同条第３項に基づき国が行う基準適合性審査若しくは同法第74条の３第１項に基づき軽自動車検査協会（以下「軽検協」とします。）が行う基準適合性審査、同条第３
項に基づき国が行う基準適合性審査又は同法第94条の５第４項に基づき自動車検査員が行う検査において、細目告示別添124「継続検査等に用いる車載式故障診断装置の技術基準」に定める基準への適合性を判定することをいいます。

OBD確認

OBD確認とは、自動車特定整備事業者が、OBD検査用サーバーに接続して細目告示別添124に定める基準に適合するかどうかを確認する行為をいいます。

OBD確認は義務ではなく、任意に実施するものですが、OBD確認による適合判定に合格後5日以内であれば、機構（軽自動車であれば軽検協）の検査コースにおいてOBD検査が原則省略されます。

OBD点検

OBD点検とは、自動車の法定点検の一種であり、令和3年10月1日より追加された「車載式故障診断装置の診断の結果」の点検を指します。

文字サイズ変更 標準 拡大 音声読み上げ・ルビ振り 検索方法 サイトマップ

English

 

ホーム 国土交通省について 報道・広報 政策・法令・予算 オープンデータ・統計 お問い合わせ・申請

OBD検査の対象車

OBD検査の対象装置

OBD検査に使用する機器

スキャンツール補助金

OBD検査システムへのアクセスの限定

OBD検査システム障害時等の対応

OBD検査の判定フロー

「OBD検査」「OBD確認」「OBD点検」の違い
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OBD検査に関する法令・通達について

OBD検査に関する会議について

電話 :03-5253-8111（内線42424）

対象車両は、OBD検査又はOBD確認と異なり、大型特殊自動車、被牽引自動車及び二輪自動車以外のOBDを搭載した全ての自動車となります。

OBD検査に関する法令や通達は以下のページに掲載しています。

>OBD検査関係法令・通達

【現在進行中の議論】

OBD検査の運用状況についてはこちら

>OBD検査モニタリング会合

【過去の議論】

OBD検査導入の検討経緯についてはこちら

>車載式故障診断装置を活用した自動車検査手法のあり方検討会

OBD検査の運用開始に向けた準備の経緯はこちら

>OBD検査準備会合

国土交通省 物流・自動車局 自動車整備課

法人番号2000012100001　アクセス情報・地図

〒100-8918 東京都千代田区霞が関2-1-3 (代表電話) 03-5253-8111

・お問合せに円滑に対応するため、まずはお問合せ窓口でご用件を伺います。

・応対品質向上等のため通話内容を録音する場合があります。

・暴言等により円滑な対応が困難な場合は、通話を終了させていただきます。

プライバシーポリシー リンク・著作権・免責事項について

国土交通省のRSSについて 関連リンク集

国土交通省　ソーシャルメディア関連リンク集 ソーシャルメディア利用方針

Copyright© 2008 MLIT Japan. All Rights Reserved.

ページの先頭に戻る
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点検した結果、異常がなければ「レ」点や「良」を
○で囲むなどして記録する。
「特」を○で囲むのはエーミング作業や点検以外の
整備作業を行った場合（特定整備を実施した場合）
※電子制御装置を取得していない場合は、実施は点検のみ
（整備作業を実施するのは未認証）

スキャンツールを用いる場合は、接続し診断の結果を読み取ることにより点検
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国 自 整 第 181 号  

令和 7 年 12 月 12 日 

 

各地方運輸局長 殿 

沖縄総合事務局長 殿 

 

物流・自動車局長     

 

 

完成検査終了証が発行された自動車及び一時抹消登録等がされた自動車に係る自

動車部品を装着した場合の新規登録等における取扱いについて（依命通達） 

 

 

 

近年、自動車ユーザーの使用形態が一層多様化しており、道路運送車両法（昭和 26

年法律第 185 号。以下「法」という。）第 7 条の新規登録（検査対象軽自動車及び二

輪の小型自動車は法第 59 条の新規検査。以下同じ。）及び法第 71 条の予備検査（以

下「新規登録等」という。）における負担の一層の軽減を図るため、法第 75 条第 4 項

における完成検査終了証の発行後、譲渡されてから新規登録等までの間に自動車部品

を装着（取替え及び取外しを含むものとする。以下同じ。）した自動車の取扱い又は法

第 16 条の一時抹消登録（検査対象軽自動車及び二輪の小型自動車にあっては、法第

69 条第 4 項の規定による自動車検査証の返納。以下「一時抹消登録等」という。）後

から新規登録等までの間に自動車部品を装着した自動車に対する法第 94 条の 5 第 5

項の保安基準適合証の取扱いを保安上後退することがない範囲で見直し、令和 8 年 1

月1日以降は下記によることとしたので了知するとともに、関係者に周知徹底を図り、

今後はこれにより遺漏なきよう取扱われたい。関係団体には別紙のとおり通知してい

ることを申し添える。 

また、この取扱いの実施に伴い、使用の過程にある自動車における道路運送車両法

施行規則（昭和 26 年運輸省令第 74 号。以下「施行規則」という。）別表第 2 に規定

する新規検査及び予備検査並びに指定自動車整備事業規則（昭和 37 年運輸省令第 49

号。以下「指定規則」という。）別表第 2 に規定する構造に関する検査において、当該

自動車の長さ、幅及び高さ並びに車両重量が当該登録識別情報等通知書、自動車検査

証返納証明書又は限定自動車検査証（以下「登録識別情報等通知書等」という。）の記

載事項と同一であるかどうかを視認により検査する場合にあっても、下記に準じた取

扱いとするので併せて了知されたい。 

なお、自動車部品を装着した自動車の構造・装置に係る道路運送車両の保安基準（昭

和 26 年運輸省令第 67 号。以下「保安基準」という。）への適合性の判断に当たって

は、当該自動車部品が装着された状態において保安基準の各条項に適合していること
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が必要であること、及び、自動車部品を装着したことにより自動車の構造・装置が保

安基準に適合していない場合にあっては、新規登録後において、法第 54 条又は法第

54 条の 2 に基づく整備命令及び法第 94 条の 8 に基づく保安基準適合証の交付の停止

等の対象となりうることを念のため申し添える。 

 

記 

 

1.  完成検査終了証及び保安基準適合証の取扱い 

新規登録等の際に車両の提示に代えて提出される完成検査終了証及び一時抹消登

録等を行った自動車に対し指定整備事業者が交付する保安基準適合証に係る取扱い

については、以下によるものとする。 

（1） 記 1 に用いる用語の定義は次によるものとする。 

①  「簡易な取付方法」とは、手で容易に着脱できる取付方法をいう。 

②  「固定的取付方法」とは、簡易な取付方法又は恒久的取付方法以外の取

付方法をいう。 

③  「恒久的取付方法」とは、溶接又はリベットで装着される取付方法をい

う。 

④  「指定部品」とは、ユーザーの嗜好により追加、変更等する蓋然性が高

く、安全の確保、公害の防止上支障が少ないエア・スポイラ、ルーフ・

ラック、ショック・アブソーバ、トレーラ・ヒッチ等、「自動車部品を装

着した場合の構造等変更検査時等における取扱いについて（依命通達）」

（平成７年 11 月 16 日自技第 234 号、自整第 262 号）に示す指定部品を

いう。（以下同じ。） 

⑤  「指定外部品」とは、指定部品以外の自動車部品をいう。 

 

（2） 次の各号の一に該当する場合には、新規登録等を行う自動車に発行され譲渡

された者の完成検査終了証を無効としないと取扱うとともに、一時抹消登録等

を行った自動車に対し構造等に関する事項に変更がないものとして指定整備事

業者が保安基準適合証の交付を可能とする又は交付された保安基準適合証を無

効としないものとする。ただし、施行規則第 36 条第 5 項及び第 6 項に規定する

基準の対象装置の改造や変更を行った場合における完成検査終了証の取扱いに

ついては、この限りでない。 

① 簡易な取付方法により自動車部品を装着した場合 

② 指定部品を固定的取付方法により装着した場合 

③ 指定部品を恒久的取付方法により装着した状態、又は、指定外部品を固

定的取付方法若しくは恒久的取付方法により装着した状態において、当

該自動車の長さ、幅及び高さ並びに車両重量が、完成検査終了証又は登

録識別情報等通知書等に記載されている値に対して、次表の種別に応じ

42



て適用される項目ごとのいずれの範囲内にも含まれる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．一時抹消登録等を行った自動車の新規検査等における審査結果の通知の取扱い 

（1） 自動車技術総合機構は、一時抹消登録等を行った自動車の新規検査又は予備

検査（以下「新規検査等」という。）の際、1．(2)①から③までの各号の一に該

当する場合には、提示された登録識別情報等通知書等に記載されている値と構

造等に変更がないものと取扱って差し支えない。なお、現車審査時においては、

自動車技術総合機構の審査担当職員は、提示された登録識別情報等通知書等に

記載されている値に対して、変更を行う旨の意思を受検者より申告された場合

は従前のとおり諸元の計測を行うこと。 

（2） 軽自動車検査協会が行う検査対象軽自動車の新規検査等の場合であっても、

（1）の取扱いに準ずることとする。 

 

 

附則〔令和 7 年 12 月 12 日付け国自整第 181 号〕 

本規定は、令和 8 年 1 月 1 日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 範囲 種別 

長さ ±3cm 
検査対象軽自動車、小型自動車、 

普通自動車、大型特殊自動車 
幅 ±2cm 

高さ ±4cm 

車両重量 
±50kg 検査対象軽自動車、小型自動車 

±100kg 普通自動車、大型特殊自動車 
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オプションパーツの例

新規検査時におけるオプションパーツの取扱いの変更について

≪オプション取付け≫
完成検査時と相違のため現車提示が必要

機構が保安基準適合性を審査

完成検査 完成検査証
車検証

＋

車両

自動車メーカー 自動車ディーラー 運輸支局（新規登録） 新規登録後

≪オプション取付≫

一定範囲内の寸法の増加等の
改造の場合は機構への現車提
示が不要
（日米協議を踏まえ平成７年に措置）

現状、新規登録前にオプションパーツを取付けた場合、自動車技術総合機構（機構）に現車提示が必要。

このため、自動車ディーラー等は、ユーザーとの販売契約が終了しても、新規登録が終了するまでオプションパーツの取付

け作業に着手できない。

整備士不足等を背景に、計画的な作業を実施したいとの自動車ディーラー等の要望を踏まえ、一定の範囲内のオプション

パーツの取付けであれば、機構への現車提示を不要とする（令和８年１月施行）。

＜今回措置＞
一定範囲内の寸法の増加等のオプション
パーツの取付けであれば、機構への現車
提示を不要とする

完成検査証 ナンバープレート

〔エアロパーツ類〕 〔バイザー類〕

〔ルーフ・ラック類〕 〔泥よけ類〕 44



 

令和８年３月２４日 
物 流 ・ 自 動 車 局 
自 動 車 整 備 課 

 

自動車整備事業関連手続きについてもオンライン申請を開始します！ 

～いつでもどこからでも申請可能に～ 

 

１．対象手続きと利用開始時期 

令和８年４月１日より、以下の 11手続きがオンライン申請に対応します。 

 

【自動車特定整備事業関係】 

新規申請 ／ 変更届出・変更申請 ／ 廃止届出 ／ 整備主任者の選任届出・変更届出 

 

【指定自動車整備事業関係】 

新規申請 ／ 変更届出・変更申請 ／ 廃止届出 ／ 自動車検査員の選任届出・変更届出 

 

【優良自動車整備事業関係】 

 新規申請 ／ 変更届出 ／ 辞退等届出 

 

２．オンライン申請の利用方法 

対象手続きは、国土交通省ウェブサイト内の以下ページをご参照の上、e-Gov を通じて

オンライン申請が可能です。 

 

■国土交通省 物流・自動車局ウェブサイト 

e-Govオンライン申請（自動車事業関連手続き） 

URL: https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000058.html 

    （右記二次元コードからもアクセス可能です） 

ウェブサイト内には、オンライン申請マニュアルや、説明用の動画等を掲載しておりま

すので、申請の際にご活用ください。 

 

 

＜問い合わせ先＞  

物流・自動車局 自動車整備課 冨岡、佐々木 

代表 03-5253-8111（内線 42423） 直通 03-5253-8599 

政府が推進するデジタル社会の実現に向けた重点計画等に基づき、国土交通省では

各種行政手続きのオンライン化を進めています。自動車整備事業分野においても、自

動車運送事業に続き、オンライン化を推進しています。 

このたび令和８年４月１日より、これまで窓口または郵送で行っていた 11の手続き

について、オンラインによる申請・届出も可能となります。 
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電子申請（e-Gov）利用のメリット電子申請（e-Gov）利用のメリット

書面で提出していた自動車整備事業関連手続きの「申請書」や「届出書」を
自社のパソコン等からインターネットを通じて提出することができます。

自動車整備事業手続きのオンライン申請をご利用ください！

電子申請の利用対象となる手続き電子申請の利用対象となる手続き

令和８年４月より利用開始を予定

オンライン申請の詳細は、こちらのサイトをご参照ください。

自動車整備事業に関するオンライン申請
URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000058.html

オンライン申請の詳細は、こちらのサイトをご参照ください。

自動車整備事業に関するオンライン申請
URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000058.html

自動車整備事業者の皆様は、事業場のパソコン等から
各種手続きのオンライン申請が行えるようになります
自動車整備事業者の皆様は、事業場のパソコン等から
各種手続きのオンライン申請が行えるようになります

✓ いつでも、どこでも申請可能 ✓ 行政機関までの移動が不要

✓ パソコンで申請後の状況を確認 ✓ パソコンで公文書取得が可能

■紙申請の場合

■電子申請の場合

申請者

申請者

申請書・届出書

各都道府県の運輸支局等

✓ いつでも、どこからでも申請可能
✓ 申請書の印刷・持ち出しが不要
✓ 運輸支局等までの移動が不要

✓ 申請後の処理状況の確認や公文書の
取得がパソコンにて可能

各都道府県の運輸支局等

令和８年４月～

新規申請
変更届出・変更申請

廃止届出
整備主任者の選任・変更届出

自動車特定整備事業

新規申請
変更届出・変更申請

廃止届出
自動車検査員の選任・変更届出

指定自動車整備事業

新規申請
変更届出
辞退等届出

優良自動車整備事業
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電子申請利用に関するご質問への回答を紹
介するサイトです（上記総合サイト内に構成）。

URL： https://shinsei.e-gov.go.jp/contents/help/faq

電子申請利用の流れ（概要）電子申請利用の流れ（概要）

e-Gov電子申請システムe-Gov電子申請システム

パソコンの環境設定パソコンの環境設定

申請書/届出書、
添付資料の作成
申請書/届出書、
添付資料の作成

申請書/届出書、
添付資料の提出
申請書/届出書、
添付資料の提出

e-Gov電子申請システムの利用には、e-Gov電子申請プログラム

のインストール作業が必要となります。インストール手順等につい
てはe-Govサイトをご参照ください。

※デジタル庁発行のGビズID（プライム又はメンバー）が必要です。
ご利用のパソコンからe-Govの電子申請システムにログインの上、
手続き検索機能等を利用し、申請書/届出書の様式画面を表示し、
画面に申請/届出内容の入力及び添付資料ファイルをアップロード

します（申請様式と添付資料の作成）。なお、スマートフォンからは
申請・届出はできませんので、ご留意ください。
作成後、e-Govの電子申請システム上で、提出先等の設定を行っ
た上で、申請書/届出書、添付資料の提出を行います。

電子申請利用準備や操作方法、各申請ごとのマニュアル等、詳細につきましては、
こちらのサイトをご参照ください。
URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000058.html

電子申請利用準備や操作方法、各申請ごとのマニュアル等、詳細につきましては、
こちらのサイトをご参照ください。
URL：https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000058.html

お問い合わせ先お問い合わせ先

国土交通省 物流・自動車局自動車整備課
03-5253-8111

e-Gov利用者サポートデスク
：050-3786-2225

URL：https://www.e-gov.go.jp/contact
受付時間：平日 9:00～17:00 他
（※詳細はサイトにてご確認ください。）

パソコンの環境設定等e-Govに関すること

本資料の内容に関する問い合わせ先

手続共通の電子申請利用準備、利用方法、よくある質問等を掲載する総合サイトです。
URL： https://shinsei.e-gov.go.jp/

e-Gov電子申請サイトe-Gov電子申請サイト

e-Gov電子申請～FAQサイトe-Gov電子申請～FAQサイト

国土交通省のe-Gov電子申請サイトです。
URLhttps://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/jouhouka/sos
ei_jouhouka_fr2_000002.html

国土交通省 e-Gov電子申請サイト国土交通省 e-Gov電子申請サイト

GビズID ヘルプデスク
：0570-023-797

URL： https://gbiz-id.go.jp/top/contact/contact.html
受付時間：9：00～17：00
（土・日・祝日、年末年始を除く）

GビズIDに関すること

自動車整備事業関係オンライン申請ヘルプデスク
：050-3852-4979 （※令和８年４月１日開始）

受付時間：平日 8:30～17:15
（※運輸支局等の開庁日に準ずる。）

申請方法や入力方法に関すること

管轄する運輸支局等の自動車整備事業担当へ直接お問
い合わせください。特に、指定自動車整備事業の新規申
請等、運輸支局等との調整が必要なものについては事前
にご相談ください。

記載事項や必要な添付書面等
具体的な申請内容・届出内容に関すること

関連リンク関連リンク
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https://shinsei.e-gov.go.jp/contents/help/faq
https://shinsei.e-gov.go.jp/contents/preparation/beginner/install.html
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000058.html
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk9_000058.html
https://www.e-gov.go.jp/contact
https://shinsei.e-gov.go.jp/
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/jouhouka/sosei_jouhouka_fr2_000002.html
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/jouhouka/sosei_jouhouka_fr2_000002.html
https://gbiz-id.go.jp/top/contact/contact.html


令和７年度 指定整備事業者の処分状況一覧表
（令和８年３月末現在）

支 局 処分年月 処 分 内 容 違 反 の 概 要

福島 令和７年１２月 保安基準適合証の交付停止 【指定整備事業関係】
・法令の規定を遵守する体制でない。

２０日 ・適合証の交付日から当該適合証により更新される車検有効期間の満了日まで
の期間のうち一部の期間において自賠責未加入状況になるにもかかわらず適
合証を交付した。
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令和７年度 特定整備事業者の処分状況一覧表
（令和８年３月末現在）

支 局 処分年月日 処 分 内 容 違 反 の 概 要

宮 城 令和７年１０月 自動車特定整備事業の停止 １５日間 ・特定整備記録簿の虚偽記載

・特定整備記録簿の一部記載漏れ
・故意以外による点検整備料金の過剰請求

・整備主任者の特定整備等に関する統括管理不備

49



事例 違反の概要

OBD対象車であるにもかかわらずOBD検査を実施せず保安基準適合証を交付した　　　　　　　　　　　　
（6事業場）

OBD対象車の検査を実施する際に「確認モード」で検査を実施してしまい保安基準適合証を交付した
（6事業場）

OBD検査を実施する際に別の検査員若しくは別の事業場のID・パスワードを使用して検査を実施した　   　　
（2事業場）

OBD検査を車台番号の入力を誤ってしまったまま実施して保安基準適合証を交付した　　　　　　　　　　 
（2事業場）

車検証の備考欄に記載された事項を見落としてしまい気がつかないまま保安基準適合証を交付した

保安基準不適合の状態で保安基準適合証を交付した

検査機器による検査を実施したにもかかわらず記録簿に記載せず保安基準適合証を交付した

車検整備した車両の車輪が脱落した　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
（2事業場）

特定整備に重大な瑕疵がった

6

7

8

9

最近、岩手県内で発生している違反事例について

1

2

3

4

5
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Ｎ ｅ ｗ ｓ  Ｒ ｅ ｌ ｅ ａ ｓ ｅ 

  

国土交通省九州運輸局 

  令和７年４月１日   

指定自動車整備事業場（民間車検場）の取消処分 

～ 不正行為による処分 ～ 

 熊本県内の指定自動車整備事業場に対して、下記のとおり道路運送車両法
の違反が確認されたため、指定及び認証の取消等の行政処分を行いました。 

記 

１．取消年月日 

   令和７年４月２日（水） 

２．事業者の名称 

   ＳＫテック株式会社 

３．事業場の名称及び所在地 

   チェレステ嘉島店（熊本県上益城郡） 

４．行政処分の種類 

 （１）自動車特定整備事業（※１）の認証の取消 

（２）指定自動車整備事業（※２）の指定の取消 

（３）自動車検査員（※３）の解任命令（２名） 

５．主な違反の概要 

（１） 自動車特定整備事業 

・特定整備記録簿の虚偽記載。 

 （道路運送車両法第９１条第１項違反） 

・ペーパー車検での車検手続き。 

  （道路運送車両法第９４条５違反） 

（２） 指定自動車整備事業 

・点検整備及び検査を全て実施せずに適合証を交付した。（いわゆるペーパー車検） 

                （道路運送車両法第９４条の５第１項違反） 

・指定整備記録簿の虚偽記載。 

                （道路運送車両法第９４条の６第１項違反） 

（３） 自動車検査員 

・検査員が検査していないにもかかわらず適合証に証明した。 

          （道路運送車両法第９４条の５第４項違反） 

その他、法令違反が確認された。 

 

 

 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 

 九州運輸局自動車技術安全部整備課 担当：土田、取違 

 電 話：０９２－４７２－２５３７ 

NEWS 
 

Chugoku Transport & Tourism Bureau 

人と物の移動を見つめ支えます 

国土交通省中国運輸局 

令和 ８年 ４月 ３日 

 

認証・指定自動車整備事業者に対する行政処分について 

  

 

１．事業者及び事業場の名称 

   事業者：株式会社高畑モータース（島根県江津市） 

   事業場：同上 

 

２．行政処分の内容（処分年月日 令和８年４月３日） 

  （１）自動車特定整備事業※１の認証の取消し 

  （２）指定自動車整備事業※２の指定の取消し 

  （３）自動車検査員※３の解任命令（１名） 

 

３．法令違反等の主な内容 

  （１）法令の規定を遵守する体制でない 

     （道路運送車両法第９４条の３第１項違反） 

 

  （２）ペーパー車検を実施した 

（道路運送車両法第９４条の５第１項違反） 

     

（３）故意以外により保安基準不適合状態で適合証を交付した 

（道路運送車両法第９４条の５第１項違反） 

 

（４）検査員が検査していないにもかかわらず適合証に証明した 

（道路運送車両法第９４条の５第４項違反） 

  

中国運輸局管内の認証・指定自動車整備事業場（株式会社高畑モータース）に対し監査を行っ

た結果、下記のとおり道路運送車両法違反が確認されたため、本日、中国運輸局は自動車特定整

備事業の認証の取消し等の行政処分を行いました。 

【問い合わせ先】 

中国運輸局自動車技術安全部 整備・保安課 

（担当）中原
なかはら

・堀
ほり

    TEL 082-228-9142  

【配布先】 

広島合同庁舎記者クラブ、広島経済記者クラブ、広島県政記者クラブ、島根県政記者会 
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令和７年４月１１日 

関東運輸局プレスリリース 

 

不正車検を行った自動車整備事業者の指定の取消処分 

～ペーパー車検での車検手続きを実施～ 

埼玉県越谷市の指定自動車整備事業者の事業場に監査を実施したとこ

ろ、ペーパー車検※１での車検手続きなどの道路運送車両法違反が確認さ

れたため、本日、関東運輸局は指定自動車整備事業の指定の取消し等の

行政処分を行いました。 

 

１．事業者及び事業場の名称  

事業者：和幸モトーレン株式会社（埼玉県越谷市） 

事業場：和幸モトーレン株式会社 上尾店（埼玉県上尾市） 

 

 

２．行政処分の内容（処分年月日 令和７年４月１１日） 

（１）自動車特定整備事業※２の事業の停止１０日間 

（２）指定自動車整備事業※３の指定の取消し 

 

 

３．法令違反等の主な内容  

（１）ペーパー車検での車検手続き 

（道路運送車両法第 94条の５違反） 

（２）点検整備及び検査を全て実施せずに保安基準適合証を交付 

（道路運送車両法第 94条の５第１項違反） 
 

 

４．違反の概要 

（１）１台の車両についてペーパー車検での車検手続きをした 

（２）３台の車両において点検整備及び検査を全て実施せずに保安基準適合証を交

付した（ペーパー車検）。その他、法令違反が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 
関東運輸局 自動車技術安全部 整備課 鈴木・渡邊 
電話：045-211-725４ FAX：045-201-8813  

【配布先】 
横浜海事記者クラブ、神奈川県政記者クラブ、埼玉県政記者クラブ 
関東運輸局記者会「ハイタク等専門紙」、物流専門紙  

 

   

                          

令 和 ８ 年 ４ 月 １ ７ 日 

関東運輸局プレスリリース 

 

不正車検を行った自動車整備事業者の指定の取消処分 

～不正改造状態での車検手続きを実施～ 

茨城県水戸市の指定自動車整備事業者の事業場に監査を実施したとこ

ろ、不正改造※１状態での車検手続きなどの道路運送車両法違反が確認さ

れたため、本日、関東運輸局は指定自動車整備事業の指定の取消し等の

行政処分を行いました。 

 

１．事業者及び事業場の名称  

事業者：茨城ダイハツ販売株式会社（茨城県水戸市） 

事業場：茨城ダイハツ販売株式会社 日立店（茨城県日立市） 

 

 

２．行政処分の内容（処分年月日 令和８年４月１７日） 

（１）自動車特定整備事業※２の事業の停止６０日間 

（２）指定自動車整備事業※３の指定の取消し 

（３）自動車検査員※４の解任命令２名 

 

 

３．法令違反等の主な内容  

（１）不正改造状態での保安基準適合証の交付 

（道路運送車両法第 94 条の５第１項違反） 

（２）故意による検査の一部を未実施での保安基準適合証の交付 

（道路運送車両法第 94 条の５第１項違反） 
 

 

４．違反の概要 

（１）不正改造状態で保安基準適合証を交付した（４台） 

（２）故意により検査の一部を実施せずに保安基準適合証を交付した（３台）等 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 
関東運輸局 自動車技術安全部 整備課 川上・川村 
電話：045-211-725４ FAX：045-201-8813  

【配布先】 
横浜海事記者クラブ、神奈川県政記者クラブ、茨城県政記者クラブ 
関東運輸局記者会「ハイタク等専門紙」、物流専門紙  
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Ｎ ｅ ｗ ｓ  Ｒ ｅ ｌ ｅ ａ ｓ ｅ 

  

国土交通省九州運輸局 

  令和７年８月８日   

指定自動車整備事業場（民間車検場）の取消処分 

～ 不正行為による処分 ～ 

 長崎県内の指定自動車整備事業場に対して、下記のとおり道路運送車両法
の違反が確認されたため、指定取消し等の行政処分を行いました。 

記 

１．取消年月日 

   令和７年８月９日（土） 

 

２．事業者の名称 

   ハートモータース株式会社 

 

３．事業場の名称及び所在地 

   ハートモータース株式会社 松浦工場（長崎県松浦市） 

 

４．行政処分の種類 

 （１）自動車特定整備事業（※１）の事業の停止（１０日） 

（２）指定自動車整備事業（※２）の指定の取消し 

 

５．主な違反の概要 

（１） 自動車特定整備事業 

・特定整備記録簿の虚偽記載。 

 （道路運送車両法第９１条第１項違反） 

（２） 指定自動車整備事業 

・点検整備を全て実施せずに保安基準適合証を交付した。 

                （道路運送車両法第９４条の５第１項違反） 

・指定整備記録簿の虚偽記載。 

                （道路運送車両法第９４条の６第１項違反） 

 

その他、法令違反が確認された。 

 

 

 

 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 

 九州運輸局自動車技術安全部整備課 担当：土田、取違 

 電 話：０９２－４７２－２５３７ 

Ｎ ｅ ｗ ｓ  Ｒ ｅ ｌ ｅ ａ ｓ ｅ 

  

国土交通省九州運輸局 

  令和７年９月９日   

指定自動車整備事業場（民間車検場）の取消処分 

～ 不正行為による処分 ～ 

 熊本県内の指定自動車整備事業場に対して、下記のとおり道路運送車両法
の違反が確認されたため、指定取消し等の行政処分を行いました。 

記 

１．取消年月日 

   令和７年９月１０日（水） 

 

２．事業者の名称 

   三菱ふそうトラック・バス株式会社 

 

３．事業場の名称及び所在地 

   三菱ふそうトラック・バス株式会社九州ふそう八代工場（熊本県八代市） 

 

４．行政処分の種類 

 （１）自動車特定整備事業（※１）の事業の停止（４０日） 

（２）指定自動車整備事業（※２）の指定の取消し 

 

５．主な違反の概要 

（１） 自動車特定整備事業 

・不正改造を実施。 

 （道路運送車両法第９１条の３、第９９条の２項違反） 

（２） 指定自動車整備事業 

・点検整備を全て実施せずに保安基準適合証を交付した。 

                （道路運送車両法第９４条の５第１項違反） 

・指定整備記録簿の虚偽記載。 

                （道路運送車両法第９４条の６第１項違反） 

 

その他、法令違反が確認された。 

 

 

 

 

 

 

＜お問い合わせ先＞ 

 九州運輸局自動車技術安全部整備課 担当：土田、取違 

 電 話：０９２－４７２－２５３７ 
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NEWS 
 

Chugoku Transport & Tourism Bureau 

人と物の移動を見つめ支えます 

国土交通省中国運輸局 

令和７年９月１９日 

 

認証・指定自動車整備事業者に対する行政処分について 

  

 

１．事業者及び事業場の名称 

   相互自動車株式会社（岡山県真庭市） 

 

２．行政処分の内容（処分年月日 令和７年９月１９日） 

  （１）自動車特定整備事業※１の事業停止２０日間 

  （２）指定自動車整備事業※２の指定の取消し 

  （３）自動車検査員※３の解任命令 １名 

 

３．法令違反等の主な内容 

  （１）自動車特定整備事業 

・ペーパー車検での車検手続（２台） 

（道路運送車両法第９４条の５違反） 

 

  （２）指定自動車整備事業 

・点検整備及び検査を全て実施せずに保安基準適合証を交付した（いわゆるペーパー車検） 

 （道路運送車両法第９４条の５第１項違反） 

     ・指定整備記録簿の虚偽記載 

 （道路運送車両法第９４条の６第１項違反） 

 

（３）自動車検査員 

・検査員が検査していないにもかかわらず適合証に証明した 

（道路運送車両法第９４条の５第４項違反） 

 

 

  

中国運輸局管内の認証・指定自動車整備事業場（相互自動車株式会社）に対し監査を行った結

果、下記のとおり道路運送車両法違反が確認されたため、本日、中国運輸局は指定自動車整備事

業の指定の取消し等の行政処分を行いました。 

【問い合わせ先】 

中国運輸局自動車技術安全部 整備・保安課 

（担当）安部
あ べ

・児玉
こだま

    TEL 082-228-9142  

【配布先】 

合同庁舎記者クラブ、広島経済記者クラブ、県政記者クラブ 

大学・交通記者クラブ 

 

   

                          

令和７年１２月２６日 

関東運輸局プレスリリース 

 

不正車検を行った自動車整備事業者の認証の取消処分 

～不正改造状態での車検手続きを実施～ 

千葉県の自動車整備事業者に対して立入検査を実施したところ、不正

改造状態での車検手続き※１などの道路運送車両法違反が確認されたた

め、本日、関東運輸局は自動車特定整備事業の認証の取消しの行政処分

を行いました。 

なお、本件は警視庁から千葉運輸支局への捜査協力依頼を発端に処分

まで至った事案です。 
 

１．事業者及び事業場の名称  

  自動車特定整備事業者 

事業者：株式会社松戸市モータースセンター（千葉県松戸市） 

事業場：株式会社松戸市モータースセンター（千葉県松戸市） 

 

２．行政処分の内容（処分年月日 令和７年１２月２６日） 

（１）自動車特定整備事業※２の認証の取消し 

 

３．法令違反等の主な内容  

 （１）不正改造状態での車検手続き※１（５台） 

（道路運送車両法第 94条の５違反） 

（２）特定整備記録簿の虚偽記載 

（道路運送車両法第 9１条第１項違反） 

（３）使用者へ特定整備記録簿の写しを交付していない 

   （道路運送車両法第９１条第２項違反） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 
関東運輸局 自動車技術安全部 整備課 鈴木・渡邉 
電話：045-211-725４ FAX：045-201-8813  

【配布先】 
横浜海事記者クラブ、神奈川県政記者クラブ、千葉県政記者クラブ 
関東運輸局記者会「ハイタク等専門紙」、物流専門紙  

 
 

ＮＥＷＳ ＲＥＬＥＡＳＥ 
 

                       国土交通省 近畿運輸局 
 
 
 
 
 

令和８年１月16日 

民間車検場の事業取消し処分（近畿運輸局） 

～不正改造車に対し保安基準適合証を交付し車検手続きを実施～ 

 

 

近畿運輸局は、滋賀県彦根市の自動車整備事業者に対し、不正改造状態※１に

よる車検手続き等の道路運送車両法違反が確認されたため、自動車特定整備事業

の認証及び指定自動車整備事業の指定の取消し等の行政処分を行いましたので、

お知らせします。 

 

【処分する事業者】 

事業者名 ：上原成商事株式会社 

 事業場名 ：上原成商事株式会社 国道彦根サービスステーション 

 

【行政処分の内容】（取消年月日：令和８年１月21日） 

（１）自動車特定整備事業※２の認証の取消し 

（２）指定自動車整備事業※３の指定の取消し 

 

【法令違反行為の主な内容】 

 ５台の自動車について不正改造状態で保安基準適合証を交付し、車検手続きを実施した

（道路運送車両法第94条の５違反） 

 441台の自動車について、点検整備及び検査の一部を実施せず保安基準適合証を交付した

（道路運送車両法第94条の５違反） 

 特定整備記録簿に虚偽の記載を行った 

（道路運送車両法第91条第１項違反） 

 整備主任者の特定整備等に関する統括管理に不備があった 

（道路運送車両法第91条の３違反） 

 指定整備記録簿に虚偽の記載を行った 

（道路運送車両法第94条の６第１項違反） 

 

 
 配布先 

 青灯クラブ  

  陸運記者会 

 【問い合わせ先】 

近畿運輸局 自動車技術安全部整備課 

（福永・藤本） 

電話：06-6949-6453 
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令和７年１２月１２日 

 

指定自動車整備事業者に対する行政処分について 

  

 

１．事業者及び事業場の名称 

   事業者：山陽ヤナセ株式会社（岡山県岡山市） 

   事業場：別紙のとおり 

 

２．行政処分の内容 

   別紙のとおり 

 

３．法令違反等の主な内容 

  （１）法令の規定を遵守する体制でない 

     （道路運送車両法第９１条第１項違反） 

 

  （２）故意により検査の一部を実施せずに適合証を交付した 

（道路運送車両法第９４条の５第１項違反） 

     

（３）指定整備記録簿の虚偽記載 

（道路運送車両法第９４条の６第１項違反） 

 

（４）指定整備記録簿の一部記載漏れ、記載誤り 

（道路運送車両法第９４条の６第１項違反） 

 

（５）検査員が検査していないにもかかわらず適合証に証明した 

（道路運送車両法第９４条の５第４項違反） 

  

中国運輸局管内の指定自動車整備事業場（山陽ヤナセ株式会社）に対し監査を行った結果、下

記のとおり道路運送車両法違反が確認されたため、本日、中国運輸局は指定自動車整備事業の指

定の取消し等の行政処分を行いました。 

【問い合わせ先】 

中国運輸局自動車技術安全部 整備・保安課 

（担当）安部
あ べ

・児玉
こだま

    TEL 082-228-9142  

【配布先】 

合同庁舎記者クラブ、広島経済記者クラブ、県政記者クラブ、大学・交通記者クラブ 

別 紙 

１．処分年月日：令和７年１２月１２日 

 

２．事業場及び処分の内容 

山陽ヤナセ株式会社 

事業場の名称 処分の内容 

山陽ヤナセ株式会社 

メルセデス・ベンツ岡山 

（１）指定自動車整備事業※１の保安基準適合証等の交付停止命令２５日 

（２）自動車検査員※２の解任命令１名 

山陽ヤナセ株式会社 

メルセデス・ベンツ岡山西 

（１）指定自動車整備事業の指定の取消し 

（２）自動車検査員の解任命令１名 

 

【用語説明】 

※１「指定自動車整備事業」とは、自動車特定整備事業者※３からの申請により、検査設備を有するなど一定の要

件を満たした場合に地方運輸局長から指定を受けて行う事業である。当該事業者が指定を受けた事業場（い

わゆる「民間車検場」）において交付する「保安基準適合証」を提出することにより、国への現車提示を行

わずに車検手続きが行える。 

※２「自動車検査員」とは、指定自動車整備事業者で車検手続きを行う自動車が保安基準に適合しているかどう

かの検査を行う者であり、一定の要件を満たした者から指定自動車整備事業者が選任する。 

※３「自動車特定整備事業」とは、自動車の原動機を取外して行う整備などの分解整備や自動ブレーキ等に用い

られるセンシング装置（カメラ、レーダー等）の調整などの電子制御装置整備を行う事業であり、当該事

業を経営しようとする者は地方運輸局長の認証を受けなければならない。 

 

【参考条文】 

道路運送車両法（抜粋）（昭和二十六年六月一日法律第百八十五号） 

（保安基準適合証等） 

第九四条の五 指定自動車整備事業者は、自動車（検査対象外軽自動車及び小型特殊自動車を除く。）を国土交

通省令で定める技術上の基準により点検し、当該自動車の保安基準に合しなくなるおそれがある部分及び適

合しない部分について必要な整備をした場合において、当該自動車が保安基準に適合する旨を自動車検査員

が証明したときは、請求により、保安基準適合証及び保安基準適合標章（第一六条第一項の申請に基づく一時

抹消登録を受けた自動車並びに第六九条第四項の規定による自動車検査証返納証明書の交付を受けた検査対

象軽自動車及び二輪の小型自動車にあっては、保安基準適合証）を依頼者に交付しなければならない。ただ

し、第六三条第二項の規定により臨時検査を受けるべき自動車については、臨時検査を受けていなければ、こ

れらを交付してはならない。 

四 第一項の場合においては、自動車検査員は、国土交通省令で定める基準により、当該自動車が保安基準に適

合するかどうか検査し、その結果これに適合すると認めるときでなければ、その証明をしてはならない。この

場合において、自動車検査員が当該自動車について国土交通省令で定める技術上の基準により同項の点検を

行い、その結果保安基準に適合すると認めた部分は、国土交通省令で定めるところにより、検査において保安

基準に適合するものとみなす。  

（自動車検査員） 

第九四条の四  

四 地方運輸局長は、自動車検査員がその業務について不正の行為をしたとき、又はその他この法律若しくは

この法律に基づく命令の規定に違反したときは、指定自動車整備事業者に対し、自動車検査員の解任を命ず

ることができる。 55



 

   

                          

令和７年１２月２６日 

関東運輸局プレスリリース 

 

不正車検を行った自動車整備事業者の認証の取消処分 

～不正改造状態での車検手続きを実施～ 

千葉県の自動車整備事業者に対して立入検査を実施したところ、不正

改造状態での車検手続き※１などの道路運送車両法違反が確認されたた

め、本日、関東運輸局は自動車特定整備事業の認証の取消しの行政処分

を行いました。 

なお、本件は警視庁から千葉運輸支局への捜査協力依頼を発端に処分

まで至った事案です。 
 

１．事業者及び事業場の名称  

  自動車特定整備事業者 

事業者：株式会社松戸市モータースセンター（千葉県松戸市） 

事業場：株式会社松戸市モータースセンター（千葉県松戸市） 

 

２．行政処分の内容（処分年月日 令和７年１２月２６日） 

（１）自動車特定整備事業※２の認証の取消し 

 

３．法令違反等の主な内容  

 （１）不正改造状態での車検手続き※１（５台） 

（道路運送車両法第 94条の５違反） 

（２）特定整備記録簿の虚偽記載 

（道路運送車両法第 9１条第１項違反） 

（３）使用者へ特定整備記録簿の写しを交付していない 

   （道路運送車両法第９１条第２項違反） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 
関東運輸局 自動車技術安全部 整備課 鈴木・渡邉 
電話：045-211-725４ FAX：045-201-8813  

【配布先】 
横浜海事記者クラブ、神奈川県政記者クラブ、千葉県政記者クラブ 
関東運輸局記者会「ハイタク等専門紙」、物流専門紙  

 
 

ＮＥＷＳ ＲＥＬＥＡＳＥ 
 

                       国土交通省 近畿運輸局 
 
 
 
 
 

令和８年１月16日 

民間車検場の事業取消し処分（近畿運輸局） 

～不正改造車に対し保安基準適合証を交付し車検手続きを実施～ 

 

 

近畿運輸局は、滋賀県彦根市の自動車整備事業者に対し、不正改造状態※１に

よる車検手続き等の道路運送車両法違反が確認されたため、自動車特定整備事業

の認証及び指定自動車整備事業の指定の取消し等の行政処分を行いましたので、

お知らせします。 

 

【処分する事業者】 

事業者名 ：上原成商事株式会社 

 事業場名 ：上原成商事株式会社 国道彦根サービスステーション 

 

【行政処分の内容】（取消年月日：令和８年１月21日） 

（１）自動車特定整備事業※２の認証の取消し 

（２）指定自動車整備事業※３の指定の取消し 

 

【法令違反行為の主な内容】 

 ５台の自動車について不正改造状態で保安基準適合証を交付し、車検手続きを実施した

（道路運送車両法第94条の５違反） 

 441台の自動車について、点検整備及び検査の一部を実施せず保安基準適合証を交付した

（道路運送車両法第94条の５違反） 

 特定整備記録簿に虚偽の記載を行った 

（道路運送車両法第91条第１項違反） 

 整備主任者の特定整備等に関する統括管理に不備があった 

（道路運送車両法第91条の３違反） 

 指定整備記録簿に虚偽の記載を行った 

（道路運送車両法第94条の６第１項違反） 

 

 
 配布先 

 青灯クラブ  

  陸運記者会 

 【問い合わせ先】 

近畿運輸局 自動車技術安全部整備課 

（福永・藤本） 

電話：06-6949-6453 

 

 
中部運輸局自動車技術安全部              令和８年３月２７日 
 
 
 

 

不正車検を行った自動車整備事業者の取消処分 
 
 

中部運輸局は、点検整備及び検査を全て実施せずに保安基準適合証を不正に交付する等、
道路運送車両法に違反した下記事業者に対し、自動車整備事業の取消処分を行いました。 

 
 
１ 事業者及び事業場の氏名又は名称 

事業者 田中 正樹（三重県鈴鹿市）           
事業場 リトルガレージ（三重県鈴鹿市） 

   
２ 行政処分の内容 （処分年月日 令和８年３月２７日） 

(1) 自動車特定整備事業の認証の取消 
(2) 指定自動車整備事業の指定の取消 
(3) 自動車検査員の解任命令（１名） 

 
３ 主な違反の概要 

(1)  点検整備及び検査を全て実施せずに保安基準適合証を交付した（いわゆるペーパー車検）
（４０９台） 
（道路運送車両法第９４条の５第１項違反） 

(2)  検査を全て実施せずに保安基準適合証を交付した（１７２８台） 
（道路運送車両法第９４条の５第１項違反） 

(3)  検査員が検査していないにもかかわらず保安基準適合証に証明した（２１３７台） 
（道路運送車両法第９４条の５第 4 項違反） 

 
 
 
 
 

連絡先 中部運輸局自動車技術安全部 
整備課 杉本、水野 
℡ ０５２－９５２－８０４２ 
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～「不正改造車を排除する運動」の強化月間（６月）が始まります～

不 正 改 造 は 犯 罪 で す
「知らなかった」では済まされません

《発表記者会：東北電力記者会、青森県政記者会、岩手県政記者クラブ、宮城県政記者会、

秋田県政記者会、山形県政記者クラブ、福島県政記者クラブ》

東北運輸局では、６月を「不正改造車を排除する運動」の強化月間として、関係機
関（警察、独立行政法人自動車技術総合機構、軽自動車検査協会）や、自動車関係団
体と連携し次の取組を強化します。

１．自動車ユーザー等への啓発活動
・メディア、ポスター及びチラシ（別紙）等により広報を実施。

[不改運動ポスター]

３．違法マフラー等不正改造車排除のための情報収集
・東北運輸局ホームページにおいて、不正改造車に関するメール入
力フォームを活用した情報提供受付を実施し、インターネットを
通じた通報体制を確保。

・管内の各運輸支局に設置している「不正改造車・迷惑黒煙車情報
提供窓口」において、電話等による情報収集を実施。

・寄せられた情報をもとに、不正改造車の使用者に対して警告はが
きを送付し、必要な改修を求めるとともに、改修結果の報告を求
める。

[着色フィルムの例]

各運輸支局の「不正改造車・迷惑黒煙車情報提供窓口」
青森運輸支局 017-739-1501 岩手運輸支局 019-638-2154

 （音声案内後２番） （音声案内後２番）
宮城運輸支局 022-235-2517   秋田運輸支局 018-863-5811  

（音声案内後２番） （音声案内後２番）
山形運輸支局 023-686-4711 福島運輸支局 024-546-0345

（音声案内後２番） （音声案内後２番）

【問合せ先】
東北運輸局自動車技術安全部
整備・保安課 加藤、眞壁

TEL ０２２－７９１－７５３４

２．街頭検査の実施
・違法マフラー装着、車体からはみ出すタイヤの装着など悪質な
不正改造車を公道から排除するため、関係機関と連携した街頭
検査を実施し、違反車両に対して整備命令を発令。 

令和８年５月２９日
東 北 運 輸 局
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www.tenken-se ib i .com

推進／国土交通省、不正改造防止推進協議会　後援／内閣府、警察庁、農林水産省、経済産業省、環境省　協力／独立行政法人自動車技術総合機構、軽自動車検査協会
（一社）日本自動車整備振興会連合会、日本自動車車体整備協同組合連合会、全国自動車電装品整備商工組合連合会、全国タイヤ商工協同組合連合会、（一社）日本自動車販売協会連合会、（一社）日本中古自動車販売協会連合会、日本自動車輸入
組合、（一社）日本自動車工業会、（一社）日本自動車部品工業会、（一社）日本自動車車体工業会、（公社）日本バス協会、（公社）全日本トラック協会、（一社）全国ハイヤー・タクシー連合会、（一社）日本陸送協会、全日本自動車部品卸商協同組合、
（一社）日本自動車タイヤ協会、（一社）全国軽自動車協会連合会、（一社）全国自家用自動車協会、（一社）日本自動車連盟、（一財）自動車検査登録情報協会、（一社）日本自動車会議所、（一社）日本二輪車普及安全協会、（一社）全国自動車標板協議
会、全国石油商業組合連合会、（一社）自動車用品小売業協会、日本ウインドウ・フィルム工業会、（一社）日本自動車用品・部品アフターマーケット振興会、（一社）全国二輪車用品連合会、全国ディーゼルポンプ振興会連合会、全国自動車大学校・
整備専門学校協会、全国自動車短期大学協会、全国オートバイ協同組合連合会、（一社）日本 RV協会

不正改造車
迷惑黒煙車
通報連絡先

不正改造車を見かけたら
●車両のナンバー
●不正改造の内容
をこちらまで

不正改造車を
排除する運動
ホームページ

不正改造車を排除する運動不正改造車を排除する運動
不正改造は犯罪です

ダサい！ダサい！
不正改造車の使用者不正改造車の使用者

整備命令の発令整備命令の発令
不正改造を実施した者不正改造を実施した者
6ヵ月以下の拘禁刑又は30万円以下の罰金6ヵ月以下の拘禁刑又は30万円以下の罰金

大
迷
惑

大
迷
惑

違法違法
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テキストボックス
別紙




不正改造車の
使用者

整備命令の発令
▶整備命令に従わない場合については
　50万円以下の罰金

不正改造を
実施した者

6ヶ月以下の拘禁刑又は
30万円以下の罰金

交
換
用
マ
フ
ラ
ー
は

交
換
用
マ
フ
ラ
ー
は

詳しくはQRコードを！詳しくはQRコードを！

ネッ
トで

購入する際は

要注意です。

基
準
適
合
品

基
準
適
合
品
を
選
ぼ
う
！

を
選
ぼ
う
！

ク
ル
マ
も

バ
イ
ク
も
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令和７年１０月１日 

                            物 流 ・ 自 動 車 局 
自 動 車 整 備 課 

冬用タイヤ交換時には確実な作業の実施をお願いします！ 

令和４年２月に設置された「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会」にお

いて、大型車の車輪脱落事故事例について調査、分析を行い、同年 12 月に中間とりまとめを公

表しました。調査結果から、事故車両の多くにタイヤ脱着作業時のワッシャ付きホイール・ナ

ットの点検、さび取り清掃や各部位への潤滑剤の塗布、さらにはホイール・ナットが円滑に回

るかの確認が不十分である等、適切なタイヤ脱着作業やタイヤ脱着作業後の増し締めが実施さ

れていないなどの問題点が確認されており、昨年度においても引き続き同様の事例が確認され

ています。 

こうした状況を踏まえ、令和７年 10 月から令和８年２月にかけて「大型車の車輪脱落事故防

止キャンペーン」を実施します。 

 

【主な取り組み】 

 適切なタイヤ脱着作業や保守管理の徹底を周知 

 不適切な脱着作業を防ぐため、余裕を持って正

しい脱着作業を行えるよう、冬用タイヤ交換作

業の平準化を推進 

 車輪脱落予兆検知装置について普及促進（国か 

  らの補助を最大５万円受けることができます。） 

 以上３点について、降雪地域だけでなく、全国 

に周知啓発活動を展開 

 

＜添付資料＞ 

別紙１：車輪脱落事故発生状況 

別紙２：大型車の車輪脱落事故防止のための啓発チラシ 

別紙３：ホイールボルト、ナットやディスクホイール、ハブの錆に注意！ 

    啓発チラシ 

別紙４：車輪脱着予兆検知装置のご案内チラシ 

大型車の冬用タイヤへの交換時期に車輪の脱落事故が増加する傾向を踏ま

え、タイヤ脱着時の確実な作業及び保守管理の徹底を呼びかける「大型車の車

輪脱落事故防止キャンペーン」を実施します。 

<問い合わせ先> 

物流・自動車局自動車整備課 松井、坂本 

代表:03-5253-8111（内線：42413） 

直通:03-5253-8599 

車輪脱着作業から車輪脱落事故までの期間別

発生件数（令和６年度） 
（件） 

車輪脱着作業後1ヶ月以内に 

約45％（54件）発生 
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H27 H28 H29 H30 H31/R1 R2 R3 R4 R5 R6

年度別の大型車の車輪脱落事故の発生件数（過去10年間）

発生件数

うち、人身事故件数

（件）

8

4 3 4
6 6

8 8

28

19 20

6

0

10

20

30

40

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

車輪脱落事故の月別発生件数（令和６年度）
（件）

車輪脱落事故発生状況 別紙１

1

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

※ 車両総重量8トン以上の自動車又は乗車定員30人以上の自動車であって、車輪を取り付けるホイール・ボルトの折損
又はホイール・ナットの脱落により車輪が自動車から脱落した事故

（年度）

n=120
120件のうち、12月～２月に56％（67件）発生と冬期に集中

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

• 事故件数は増加傾向であったが、令和６年度は120件
発生、令和５年度（142件）より22件減少した。

• 車輪脱落事故に伴う人身事故は３件、内３名が重軽
傷を負った。
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車輪脱落事故発生状況

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告 2

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
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事故車両の使用の本拠の位置（令和５年度との比較）

令和５年度（142件）

令和６年度（120件）

（件）

事故車両の使用の本拠の位置は
前年度と同様
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～１ヶ月 ～２ヶ月 ～３ヶ月 ～４ヶ月 ～５ヶ月 ～６ヶ月 ６ヶ月～ 不明

車輪脱着作業から車輪脱落事故発生までの期間（令和６年度）

車輪脱着作業後１ヶ月以内に、車輪脱落
事故が発生したものが45％（54件）

（件）

n=120
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車輪脱落事故発生状況

3

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
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（件）
車歴別の車輪脱落事故の発生件数（令和２年度～令和６年度）

初度登録年から４年経過以降に多く発生

定期点検整備

10%

臨時整備

2%

タイヤ交換等

83%

不明

5%

タイヤ脱着作業内容別

令和６年度
１２０件

冬用タイヤなどタイヤ交換等が
大半を占める

左前輪

2%
右前輪

2%

左後輪

92%

右後輪

4%

令和６年度
１２０件

脱落した車輪位置

左後輪に集中する傾向は、
前年度と変化なし

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
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大型車ユーザー

52%

タイヤ専業店

27%

自動車整備事業者

13%

不明・その他

8%

タイヤ脱着作業実施者別

令和６年度
１２０件

車輪脱落事故発生状況

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

4

大型車ユーザー自らのタイヤ脱着作
業が大半を占める傾向は、前年度と
変化なし

※ 車両総重量8トン以上の自動車又は乗車定員30人以上の自動車であって、車輪を取り付けるホイール・ボルトの折損又はホ
イール・ナットの脱落により車輪が 自動車から脱落した事故

※ 各母数は調査できなかったものも含まれているため、各割合は●％以上と表示した
出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

➢ 各作業実施者に同種不備があり、潤滑剤塗布未実施（不適切）の割合が高い

作業実施者 大型車の使用者
（62件のうち）

タイヤ専業店
（33件のうち）

整備事業者
（16件のうち）

作業等不備割合
※１件に複数の
不備もあり

潤滑剤塗布未実施・
不適切
【50％以上】

潤滑剤塗布未実施・
不適切
【21.2％以上】

潤滑剤塗布未実施・
不適切
【18.7％以上】

トルクレンチ等不使用
【16.1％以上】

トルクレンチ等不使用
【9.0％以上】

トルクレンチ等不使用
【6.2％以上】

ホイール・ナット等清
掃未実施
【12.9％以上】

ホイール・ナット等清
掃未実施
【6.0％以上】

ホイール・ナット等清
掃未実施
【0％】

タイヤ脱着作業実施者別タイヤ脱着作業時における不備（令和６年度）
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車輪脱落事故車両調査

5

➢ 令和６年度に発生した車輪脱落事故車両120台のうち98台に対して、

各部品に劣化・損傷状態や、タイヤ脱着作業の実施状況を確認する
事故車両調査を実施した。

➢ 事故車両調査の結果、

・ホイール・ナットとワッシャのすき間に潤滑剤の塗布が見られず、ホ
イール・ナットとワッシャがスムーズに回転しないものや、ワッシャが
固着しているもの

・ホイール・ボルトやナットに著しいさびがあるものや、ゴミ等の異物が
付着しているもの
・ディスク・ホイールやハブ等に著しいさびがあるもの
等、適切なタイヤ脱着作業が実施されていない車両が確認された。

事故車両調査により確認された各部品の劣化・損傷事例

潤滑剤が塗布されていない 締め付け不良・潤滑剤が塗
布されていない

ディスク・ホイールやハブの錆び

ディスク・ホイールの表面全体が
錆びている。

ホイール・ナットが滑らかに回
転せず、油分が付着していな
かった。

ホイール・ボルトのねじ部が
ディスク・ホイールとの干渉に
より損傷。また、油分が付着し
ていなかった。

ハブのディスク・ホイール当たり
面に錆が付着。

65



エンジンオイル等の油脂類
シンナー、塗料等の溶剤

高品位尿素水（AdBlue®等）
を購入予定の皆様へのお願い

等については、
日本全体で ので、

下記についてご協力お願いします。

一時的な需要ひっ迫防止のため、
通常量の購入にご協力をお願いします。

調達についてお困りの場合は、
QRコードの東北運輸局（相談窓口）まで、

情報提供をお願いします。

東北運輸局自動車技術安全部整備・保安課
tht-seibi-nenyu_tohoku@gxb.mlit.go.jp

①

②
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タイヤバースト防止の点検方法とバースト発生時の対応について  

 

・タイヤのバーストを防ぐために 

 

 

タイヤのパンク・バースト故障は非常に多くなっており、特に多軸、ダブルタイヤ（複輪）を使用しているトラック・

バスではパンク・バーストに気づきにくく、走行安定性や制動力が低下し、重大な事故や、そのまま走り続けると

タイヤの出火につながるおそれがあります。 

運行前には必ずタイヤの点検を行い、パンク・バースト時には適切な対応をお願いします。 

                   

 

 

 

＜JAF ロードサービス 主な出動理由 TOP５（２０２４年度）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

 

                               

    ・ 

 

 

 

                          

タイヤの状態を確認してください 

空気圧点検 

※タイヤの空気圧が低いまま走行すると、 

バーストしたり、ホイールボルト・ナット損傷による 

車輪脱落事故の原因となります。 

◆外観では空気圧の判断がしにくいため、必ずエアゲージを使用してください。 

   ・空気圧の点検・調整は、必ず走行前のタイヤが冷えている状態で行ってください。 

     

◆空気圧は、標準空気圧に調整してください。 

・標準空気圧は、運転席側ドアピラー部等に示してあります。 

・ダブルタイヤの内側と外側は、同じ空気圧に調整してください。 

・空気圧が極端に低い場合、パンクの可能性がありますので、タイヤに異常がないか確認してください。 

 

 

 

                       

    

 

 

 
出典元： 日本自動車タイヤ協会（JATMA） 

 

運行前に

必ず確認！

タイヤの空気圧は自然低下します。 

 

１ 
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詳細はご愛用されている車両の取扱説明書をご覧ください。 

 

  

   

・タイヤバースト発生時の適切な対応 

 

 

急ハンドル、急ブレーキを避けて車両を停止させてください 

タイヤがバーストすると車両挙動が不安定になる場合がありますので、以下に示す対応をお願いします。 

 

１

 
ハンドルをしっかり握り、急ハンドルは避けてください。 

２

 
急ブレーキは避け、徐々に速度を落とし、ハザードランプで後続車に注意を促しながら、 

安全な場所に停車してください。 

ブレーキの効きが悪く停止できない場合は駐車ブレーキも活用してください 

バーストしたタイヤがブレーキ配管などを損傷させる等により、ブレーキの効きが悪くなった場合には、 

以下に示す対応をお願いします。 

１

 
ブレーキの効きが悪い場合はシフトダウンしてスピードを落とし、駐車ブレーキレバーを徐々に引き 

駐車ブレーキを作動※させてください。 
 

※なお、ご使用の車両によってはブレーキ部品の保護を目的に、ブレーキペダルを踏んでいる間は、 

駐車ブレーキが作動しない場合があります。 

 

それでも車両が減速しない場合は緊急退避所などを利用してください。 

 

 

２

 
タイヤの状態点検 

このようなときはタイヤを交換して下さい。 
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一般社団法人 日本損害保険協会

損傷箇所撮影

歪み 傷 凹み

車体整備事業者および損害保険会社が行う取組みについて

車体整備事業者が行う取組み ～「情報の記録」の取組み事例～

車体整備事業者の皆様へ

車体整備の消費者に対する
透明性確保に向けた取組みについて

株式会社ビッグモーターによる不適切な保険金請求をきっかけに、車体整備事業者は、消費者（自動車ユーザー）に
車体整備サービスを提供するにあたり必要な情報を適切に提供することが従来以上に求められています。損害保険
業界においても、車体整備業界と連携をしながら消費者に対して必要な情報提供を行うことができるよう、令和6年3月
国土交通省公表「車体整備の消費者に対する透明性確保に向けたガイドライン」（以下、ガイドライン）記載の内容を
より具体化することを通じて、車体整備事業者の取組みを支援いたします。

事後的な検証ができるよう、上記3つの取組みを
一定の期間電磁的に保存

車体整備事業者が行う 損害保険会社が行う

車体整備作業（工程ごと）の情報の記録・保存
（画像・日時・作業内容や方法・実施者・料金）

記録・保存した情報の対象車両ごとの関連付け

● 消費者の要望を踏まえた損害保険金の認定内容に
関する適切な説明

● 車体整備事業者への損害保険金の認定および消費
者に対する説明に必要な情報の提供依頼消費者等（損害保険金の支払いに関係する者を

含む）への適切な説明と了承の取得

着工前 ● 着工前と完了後には、5方向（正面・左右45度・左右90度、側面損傷時は側面・左右45度の3方向）の全景撮影と
損傷箇所（完了後は修理箇所）がわかるように撮影してください。

● カメラを損傷部の高さに合わせ、損傷部にはスケールを入れて損傷範囲がわかるように撮影してください。

大局的な損傷写真 局部的な損傷写真
● 正面：ルームミラーなどを中心に正対して撮影してください。
● 左右：損傷程度や波及の有無を示すため、距離・角度・高さを

合わせて撮影してください。

左右45度からは
ナンバープレートが
わかるように撮影
してください。

● 内部損傷は、全景および
細部を撮影してください。

● 全景の撮影をすることで
骨格部やメカニカル部の
損傷を把握できます。

● エンジンルームに損傷が
ある場合、可能であれば
真下からも撮影してくだ
さい。

● 蛍光灯やマスキングテープを用いるほか、周りの景色や歪みを
確認できるツール（リフレクター）等も活用して撮影してください。

● 逆光の場合は、フラッシュ撮影も有効です。

5方向撮影

3方向撮影
（側面損傷時）

内部損傷

外部損傷

裏面につづく

ガイドラインに基づく取組み 保険金支払時に求められている取組み

消費者からの信頼を確保するために、車体整備業界と損害保険業界それぞれが透明性ある説明を行うことが不可欠です。

損害保険金請求時に必要となる基本的な取組みを記載しております。各損害保険会社から別途ご協力を
お願いする内容がある場合には、透明性のある損害保険事業のためにご協力をお願いいたします。

全景

右サイドメンバ座屈変形
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3.5 0.8

着工前

着工中

完了後

車体整備事業者の皆様へ

紙資料等撮影方法

車体整備に伴い
部品交換を行う場合

● 車両情報が把握できるコーションプレートや紙資料等を撮影してください。

● 作業ごとに着工車両の特定・判断ができる写真、着工箇所と作業内容がわかる写真を撮影してください。

● 納品伝票・部品伝票・納品された部品を撮影してください。
● 脱着作業中の作業内容がわかる写真も撮影してください。

● 着工前同様に全景撮影と修理箇所がわかるように撮影してください。（表面の着工前参照）

● 車検証・コーティング保証書等紙資料も撮影してください。

【コーションプレート】
（メーカー・車種等
により位置が異なり
ます。）

● 車両情報・所有者
の把握のため、撮
影してください。

● 電子車検証には所
有者の記載がない
ため、自動車検査
証記録事項も撮影
してください。

● 旧車検証の場合は、
左右にわけて撮影
してください。

【車検証】

● 計測機器使用時は検査実施車
両と結果を撮影してください。

● 故障診断機使用時は警告灯と
診断画像を撮影してください。

● 各種コーティング保証書やナンバー
再交付証は登録番号や製品名・メ
ンテナンス記録がわかるように撮影
してください。

【コーティング保証書等】

【着工中の全景撮影方法】
● カット位置や付属品の脱着がわかるように撮影してください。

【パテ・サフェーサの研ぎ作業時の撮影方法】
● パテ・サフェーサ研ぎ作業後の状態を撮影してください。

【フレーム修正機使用時の撮影方法】
● マウント状況、引き作業（ラム本数等）がわかるように広範囲を
撮影してください。

● 形状修正等の痕跡が確認できる写真も撮影してください。

【塗装作業時の撮影方法】
● 塗装前の上塗り用マスキング状態で、塗装範囲や付属品の脱着
等がわかるように撮影してください。

● 内板部品を塗装する場合は、塗装前後のマスキング状態を撮影
してください。

【部品交換時の撮
影方法】
● 修理完了車両と
交換部品を同一
画角で撮影また
は新旧部品を同
一画角で撮影し
てください。

【ガラス部品交換時の撮影方法】
● ステッカー等の貼り付けがある
ガラス交換時には、ステッカー
が貼ってある損傷ガラスとス
テッカーを貼った後の新品部品
をそれぞれ撮影してください。

● 他のガラス部品交換時は、損
傷ガラスと新品ガラスを並べて
撮影してください。

警告灯 診断画像 点検結果

新品ドア取替の確認

固定状態の確認

修理完了車両

交換部品

リヤガラス脱着確認

トランク脱着の確認

トリム類脱着の確認

ガラス取付状態を確認

ドア付属品脱着の確認

クランプ位置、引き方向等確認 ラムの本数、引き方向確認

カット位置の確認
パテ範囲の確認

ドア付属品脱着確認 塗装範囲の確認

プラサフ範囲の確認

リヤバンパやテールライト脱着確認 ブース内での塗装確認

パテ研ぎ作業後 サフェーサ研ぎ作業後

リアガラス交換前 リアガラス交換後

板  金脱 着

塗  装修 正
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令和８年３月 27 日 

物流・自動車局自動車情報課 

オートバイの「希望ナンバー制」が始まります！ 

～ 令和８年 10月より申込受付を開始します ～ 
 

小型二輪自動車、軽二輪自動車の「希望ナンバー制」を導入し、本年10月中旬（予定）より 

申込受付を開始します。 

 

ナンバープレートの好きな番号を選べる「希望ナンバー制」については、平成10年５月より
登録自動車に、平成17年１月より軽自動車に導入されていますが、今般、小型二輪自動車及
び軽二輪自動車についても希望ナンバー制を導入し、令和８年10月より受付を開始します。 
あわせて、二輪車の希望ナンバー制導入に伴い、利用できる番号を増やすため、二輪車の

ナンバープレートの様式を変更します。 

 

１．二輪車「希望ナンバー制」の導入 

［対象車両］ 

 ・ 小型二輪自動車 （250cc超）※２  

 ・ 軽二輪自動車   （125cc超～250cc）※３  

※１ 原動機付自転車（125cc以下）のナンバーは市町村交付のため、本制度の対象外 

※２ 事業用、貸渡等は対象外  ※３ 被牽引車、事業用、貸渡等は対象外 

［選べる番号］ 

二輪ナンバーに表示されるアラビア数字４桁 （右図） 

（「・・・1」など特に人気が高い番号は、コンピューターによる抽選となります） 

［申込受付開始時期 ／ 申込方法］ 

令和８年10月中旬（予定） ／ インターネット又は窓口 

［その他］ 

抽選対象番号、申込料金等の詳細は、決定次第お知らせします。 

２．ナンバープレートの様式変更 (詳細は別紙参照) 

［小型二輪］ 

 

・地域名の右に、CDFGJLNPQRVWX のローマ字を使用 

・ローマ字の右の文字に0～9の数字を使用 

［軽二輪］ 

・分類番号を二桁化し、左に１，２，４，５，７を使用 

・右に0～9の数字を使用  

 

 

【問い合わせ先】物流・自動車局 自動車情報課 山本・福本・大塚 

電話：03-5253-8111（内41145/42103） 直通：03-5253-8588 

 

同じ番号（４桁）の 

ナンバープレートを、 

これまでよりも多く 

発行できます。 

。。。。。。。。。。。。。。。。

。。。。。。。。。。。ます 

希望する 4 桁の数字 
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新 様 式現 行 様 式

小
型
二
輪

軽
二
輪

CDFGJLNPQRVWX
のうちいずれかの
ローマ字

0～9のうち
いずれかの数字

0～9のうち
いずれかの数字

１,2,4,5,7のうち
いずれかの数字

１,2のうち
いずれかの数字

CLVのうちいずれかのローマ字
又は なし

（ 別 紙 ）
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■ 令和８年（2026年）１０月中旬頃開始（予定）

■ 小型二輪・軽二輪対象 ※一部対象外あり

■ 申込方法 インターネット・運輸支局窓口
抽選対象番号及び申込料金は決定次第お知らせします

ナンバープレートの様式変更をあわせて実施します

オートバイに希望ナンバー制を全国一斉導入

小型二輪(251cc～)の新様式例

軽二輪(126～250cc)の新様式例
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